
総務部における随意契約の実績　　（令和４年度３／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1
総務私学
課

在米沖縄関係
資料整理業務

令和4年
11月1日

2,860,000
公益財団法人　沖縄県文
化振興会

那覇市字小禄1831番地１
第167条の２
第１項第６号

資料翻訳及び目録整理に当たっては、資料の
内容を熟知し、沖縄県公文書館所蔵資料ととも
に体系的に整理することで利用者の利便性が
高まることが期待できることから、契約の相手
方として選定した。

特命随意
契約

2 税務課

沖縄県自動車
税抹消しょうよ
う事前調査業
務委託

令和4年
10月3日

1,597,750 株式会社オーシーシー
沖縄県浦添市沢岻２丁目
17番１号

第167条の２
第１項第６号

沖縄県税務事務トータルシステム（以下、基幹
システム）は、NEC-OCCコンソーシアムによっ
て開発委託され、平成22年４月から本格稼働し
ている。また、その運用保守管理についても、
株式会社オーシーシーが行っている。
今回のプログラム改修は当該事業者以外の者
に発注した場合、システム障害が発生した場合
の責任の所在が不明確になること及び障害が
発生した場合の迅速な対応が困難になること
が想定される。
以上のことから、財務規則第139条第１項ただ
し書きにより１者見積とし、地方自治法施行令
第167条の２第１項第６号の規定により、株式会
社オーシーシーと随意契約を行う。

特命随意
契約

3 税務課

自動車税定期
バッチ改修及び
車両解体済調
査業務委託

令和4年
10月3日

3,533,200 株式会社オーシーシー
沖縄県浦添市沢岻２丁目
17番１号

第167条の２
第１項第６号

沖縄県税務事務トータルシステム（以下、基幹
システム）は、NEC-OCCコンソーシアムによっ
て開発委託され、平成22年４月から本格稼働し
ている。また、その運用保守管理についても、
株式会社オーシーシーが行っている。
今回のプログラム改修は当該事業者以外の者
に発注した場合、システム障害が発生した場合
の責任の所在が不明確になること及び障害が
発生した場合の迅速な対応が困難になること
が想定される。
以上のことから、財務規則第139条第１項ただ
し書きにより１者見積とし、地方自治法施行令
第167条の２第１項第６号の規定により、株式会
社オーシーシーと随意契約を行う。

特命随意
契約



総務部における随意契約の実績　　（令和４年度３／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

4 税務課

不動産取得税
（調査票・アウト
ソース）改修対
応業務委託

令和4年
10月20日

2,807,200 株式会社オーシーシー
沖縄県浦添市沢岻２丁目
17番１号

第167条の２
第１項第６号

沖縄県税務事務トータルシステム（以下、基幹
システム）は、NEC-OCCコンソーシアムによっ
て開発委託され、平成22年４月から本格稼働し
ている。また、その運用保守管理についても、
株式会社オーシーシーが行っている。
今回のプログラム改修は当該事業者以外の者
に発注した場合、システム障害が発生した場合
の責任の所在が不明確になること及び障害が
発生した場合の迅速な対応が困難になること
が想定される。
以上のことから、財務規則第139条第１項ただ
し書きにより１者見積とし、地方自治法施行令
第167条の２第１項第６号の規定により、株式会
社オーシーシーと随意契約を行う。

特命随意
契約



総務部における随意契約の実績　　（令和４年度３／四半期分）
単位：円
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施行令（根拠）
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5 税務課

次期ＯＳＳ都道
府県税共同利
用化システム
更改対応業務

令和4年
11月4日

8,646,000
日本電気株式会社沖縄
支店

沖縄県那覇市久茂地２丁
目２番２号

第167条の２
第１項第２号

沖縄県においては、平成29年10月からOSS都
道府県共同利用化システムを利用しており、そ
の審査サーバの構築等を日本電気株式会社に
委託している。
今回、OSS都道府県共同利用化システムを運
用している地方税協同機構において、システム
を更改し、次期OSS都道府県共同利用化シス
テムの稼働を令和５年１月から行うこととなっ
た。そのため、本県においても審査サーバの移
行が必要となっている。
当該システムは、各都道府県において陸運事
務所及び県警察本部との一連の電子手続きで
あることから、県税部分だけ対応しない場合に
は本県の自動車登録手続きに多大な支障が出
ることが想定される。また、今回のシステム更
改では新たに軽自動車OSSとの接続もあること
から市町村への影響も出ると予想される。
そのため、令和５年１月からの次期OSS都道府
県共同利用化システムの稼働にあわせて本県
の審査サーバの構築業務を実施するために
は、期間が短いことも鑑み、構築を安全かつ確
実におこなうため、地方自治法施行令第167条
の２第１項第２号の規定により、現行の審査
サーバを熟知・把握する日本電気(株)と随意契
約を行うこととする。

特命随意
契約



総務部における随意契約の実績　　（令和４年度３／四半期分）
単位：円
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契約の相手方の選定理由 その他

6 税務課

令和４年７月・９
月改正に伴う
法人二税申告
様式変更対応
業務委託

令和4年
11月10日

12,922,800 株式会社オーシーシー
沖縄県浦添市沢岻２丁目
17番１号

第167条の２
第１項第６号

沖縄県税務事務トータルシステム（以下、基幹
システム）は、NEC-OCCコンソーシアムによっ
て開発委託され、平成22年４月から本格稼働し
ている。また、その運用保守管理についても、
株式会社オーシーシーが行っている。
今回の改修についても、当該事業者が運用を
行っているデータ出力プログラムの一部改修と
なっており、当該事業者以外の者に発注した場
合、システム障害が発生した場合の責任の所
在が不明確になること及び障害が発生した場
合の迅速な対応が困難になることが想定され
る。
以上のことから、財務規則第139条第１項ただ
し書きにより１者見積とし、地方自治法施行令
第167条の２第１項第６号の規定により、株式会
社オーシーシーと随意契約を行う。

特命随意
契約

7 税務課

令和４年４月改
正に伴う法人
二税申告様式
変更追加対応
業務委託

令和4年
11月10日

1,306,800 株式会社オーシーシー
沖縄県浦添市沢岻２丁目
17番１号

第 167 条の
2 第１項第６
号

沖縄県税務事務トータルシステム（以下、基幹
システム）は、NEC-OCCコンソーシアムによっ
て開発委託され、平成22年４月から本格稼働し
ている。また、その運用保守管理についても、
株式会社オーシーシーが行っている。
今回の改修についても、当該事業者が運用を
行っているデータ出力プログラムの一部改修と
なっており、当該事業者以外の者に発注した場
合、システム障害が発生した場合の責任の所
在が不明確になること及び障害が発生した場
合の迅速な対応が困難になることが想定され
る。
以上のことから、財務規則第139条第１項ただ
し書きにより１者見積とし、地方自治法施行令
第167条の２第１項第６号の規定により、株式会
社オーシーシーと随意契約を行う。

特命随意
契約
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8 管財課

沖縄県本庁舎
（行政棟）改修
事業基本計画
修正業務

令和4年
11月2日

18,600,000
日建設計コンストラクショ
ン・マネジメント株式会社

東京都文京区後楽１丁目
４番27号

第167条の２
第１項第６号

　本業務は平成30年度「本庁舎（行政棟）改修
事業基本計画策定業務」において策定した基
本計画案の内容を修正するものである。
　当初の業務では、劣化度調査の実施による
長寿命化対策や、長期的視点にたった庁舎の
有効活用について改修基本計画（案）を策定
し、設備の大部分は老朽化が進み早急な対応
が必要と判定されたほか、庁舎の機能性・利便
性向上のための施設配置の見直し等につい
て、課題及び解決策の提案が示された。
　同改修基本計画案を基に有識者検討会を設
け、方向性を決定することとしていたが、新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、その
後の事業を一時中止したため決定までには
至っていない。その間、当初は想定されていな
かった感染症対策を含めた改修内容の検討
や、国の政策に基づく省創蓄エネ設備の導入
や脱炭素化（ZEB）に対応するとともに、「脱炭
素化事業（令和４年度～令和７年度）」が活用で
きる改修内容に整理し、事業期間内に工事着
手できるよう基本計画を早期にとりまとめる必
要がある。
　当該設計者は平成30年度の策定業務をプロ
ポーザル方式で受託しており、本業務において
も当該設計者に委託することにより、一貫した
思想に基づき改修基本計画を修正し策定でき
るとともに、短期間かつ経済的に業務を遂行す
ることができることから特定するものである。

特命随意
契約


